
2 0 2 4 年 3 月 6 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第 249 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 
 

【不適合関係】 

・2月 8 日 核物質防護に関する不適合情報                  〔P. 2〕 

・2 月 16 日 6 号機廃棄物処理建屋（管理区域）における水たまりの発見について 

（区分：Ⅲ）                           〔P. 7〕 

 

【発電所に係る情報】 

・2月 8 日 （運転保守状況）5号機非常用ディーゼル発電機の不具合について 

（区分：Ⅲ）                           〔P. 8〕 

・2 月 21 日 柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請 について       〔P. 9〕 

・2 月 21 日 柏崎刈羽原子力発電所、福島第二原子力発電所、東通原子力建設所の 

保安規定変更認可申請 について                  〔P.10〕 

・2 月 21 日 当社原子力発電所における原子力規制庁による 2023 年度第 3四半期 

実施計画検査および原子力規制検査の結果について         〔P.11〕 

・2 月 22 日 シーケンス訓練・大規模損壊訓練の結果              〔P.12〕 

・3 月 5 日 柏崎刈羽原子力発電所における国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による 

エキスパートミッションの実施について              〔P.13〕 

 

【その他】 

・2月 16 日 プルトニウム利用計画について                  〔P.14〕 

・2 月 22 日 2025 年度採用計画について                    〔P.16〕 

・2 月 22 日 「県民の皆さまへの説明会」の開催について             〔P.18〕 

・3 月 5 日 長岡市・上越市における「東京電力コミュニケーションブース」の 

開設について                          〔P.19〕 

・3 月 6 日 東京電力の広報活動の取組み事項について            〔P.20〕 

 

【福島第一原子力発電所に関する主な情報】 

・2月 29 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの 

進捗状況                           〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分:Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分:Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分:Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他   上記以外の不適合事象 
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
監視カメラの一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、バックアップ用のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2023/1/3

2
侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該検知器を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/1/28

3
核物質防護上の扉の一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/2/7

4
核物質防護上の扉に錆を確認したことから、当該不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお障壁機能は維持できていたこと及び現場設備に妨害破壊行為等の痕跡はなく、不審者や不審物も
なかったことを確認した。

2023/6/18

5
監視用の照明の一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該照明を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/7/14

6 2023/7/24

7 2023/8/14

8 2023/8/22

9 2023/8/22

10
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該扉を封鎖した。

2023/7/29

４．公表区分その他　　　１１件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

監視用の照明の一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、メーカーが誤った制御基板を組み込んでいたものであったことから、当該照明を交換し、正
常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

２０２４年１月１６日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件
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NO. 不適合事象 発見日 備　　考

11

協力企業より、車両を構外へ移動しようとしたところ、車両通行証がないとの連絡があった。
調査の結果、不要となる当該車両の使用者であった協力企業作業員が車両の鍵を返却した際に、本来
は構外に車両を移動した後に返却する車両通行証も誤って返却していたことを確認した。
対策として、関係者に車両通行証の取り扱いルールに関する再徹底の指導を行った。
なお、セキュリティ部門立ち合いの元、協力企業により当該車両は構外に搬出されたが、搬出するまでの
間、当該車両の出入りはなかった。

2023/11/13

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該検知器を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/12/18

2
侵入検知器の一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
検知機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/12/21

2024年1月23日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　　２件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

監視カメラの一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所の手入れを行い、正常な状態に復旧し
た。

2022/1/21

2
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該検知器を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/12/12

3
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2023/12/22

4 2023/12/31

5 2024/1/10

6

核物質防護上の扉の付属機器が、正常に動作しないことを確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の付属機器の機能は、代替措置にて維持した。

2024/1/9

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

2024年1月30日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　　６件
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
監視カメラの一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。

2023/2/21

2
監視カメラが正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2023/2/26

3
核物質防護上の扉が、施錠できないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該扉を封鎖した。

2022/3/14

4 2023/10/7

5 2024/1/22

6
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/11/2

7
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該扉の出入りを一部制限した。

2023/12/29

8
協力企業より、入構証を紛失したとの連絡があったことから、当該入構証の無効化措置をした。
また、当該入構証を申請した企業に指導を行うとともに、所内に保管管理徹底の注意喚起を行った。
なお、当該入構証の不正使用は確認されていない。

2024/1/9

9
監視用の照明が、正常に点灯しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2024/1/17

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

2024年2月6日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　　９件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件
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2024年 2月 16日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 6号機 

件名 廃棄物処理建屋（管理区域）における水たまりの発見について 

不適合の 

概要 

 

2024年 2月 16日午前 11時 40分頃、協力企業社員からの連絡を受け、パトロール中の

当社社員が廃棄物処理建屋地下 2階の建屋間連絡通路にて、水たまりがあることを発見 

しました。 

現場を調査した結果、水の量は約 800リットル（通路幅 2m×長さ 40m×深さ 1cm）で 

あり、その水に放射性物質は含まれておりませんでした。 

なお、当該水たまりはそのエリアにとどまっており、他のエリアへの拡がりは 

ありません。 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

※本件については、法令報告対象外の事案となりますが、当社公表基準（200リットル以上の漏えいに

類する事案）に基づき、公表区分Ⅲで公表いたします。 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 今後、原因調査と再発防止を検討してまいります。 

水たまり箇所 ＜現場写真＞ 

７号機  

原子炉建屋 

6号機  

原子炉建屋 

７号機  

タービン建屋 

6号機  

タービン建屋 

廃棄物 

処理 

建屋 

コントロール 

建屋 

サービス 

建屋 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請について 

 

2024年 2月 21日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日、当社は、柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請書を、原子力規制委員会

に提出しました。 

 

 今回の申請は、今後、空調設備の点検や建物補修等を速やかに実施できるようにする  

ため、1 号機～5 号機のタービン建屋屋上、及び固体廃棄物貯蔵庫屋上の管理区域を解除 

するものです。 

 

 なお、1 号機～5 号機のタービン建屋屋上、及び固体廃棄物貯蔵庫屋上の放射線量は、 

法定で定める値を十分に下回っていることから、管理区域の解除を実施しても問題ないと

判断しております。 

 

当社は、引き続き同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一  

原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めて  

まいります。 

 

以 上 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所、福島第二原子力発電所、東通原子力建設所の 

保安規定変更認可申請について 

 

2024年 2月 21日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日、当社は、柏崎刈羽原子力発電所、福島第二原子力発電所、東通原子力建設所の   

保安規定変更認可申請書を、原子力規制委員会に提出しました。 

 

 今回の申請は、今後調達組織の再編を実施する予定であることから、柏崎刈羽原子力  

発電所、福島第二原子力発電所、東通原子力建設所の保安規定における本社調達組織の  

名称を、原子力資材調達センターから調達部に変更するものです。 

 

当社は、引き続き同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一  

原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めて  

まいります。 

 

以 上 
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当社原子力発電所における原子力規制庁による 

2023 年度第 3四半期実施計画検査および原子力規制検査の結果について 

 

2024 年 2 月 21 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日の原子力規制委員会において、原子力規制庁が実施した当社原子力発電所における

2023 年度第 3 四半期実施計画検査および原子力規制検査の結果が報告され、福島第一  

原子力発電所に関する事案については、以下の判定を受けました。 

＜福島第一原子力発電所（実施計画検査）＞ 

・増設 ALPS 配管洗浄作業における身体汚染※1  ・・・違反区分※2：軽微な違反（監視） 

 

また、昨年 11月に暫定評価を受けていた柏崎刈羽原子力発電所に関する事案については、

暫定評価時と同等の以下判定を受けました。 

＜柏崎刈羽原子力発電所（原子力規制検査）＞ 

 ・個人の信頼性確認結果の見誤りによる防護区域への一時的な入域について 

・・・安全上の重要度：緑※3  違反の深刻度レベル：Ⅳ※4 

（2023 年 11 月 22 日 お知らせ済み） 

 

当社は、引き続き原子力規制委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、  

安全確保に万全を尽くしてまいります。 

 

※1 2023 年 10 月 25 日に発生。同日お知らせ済み。 

※2 実施計画の違反区分は原子力安全に及ぼす影響の程度に応じて「違反」「軽微な違反（監視）」に区分

される。このうち、軽微な違反（監視）は、原子力安全に影響はあるが軽微なものであり、事業者自身

の改善処置による改善が見込まれるものとなる。 

※3 安全上の重要度「緑」 

「安全上の重要度」は、原子力施設の安全確保に対する劣化の程度により「赤」「黄」「白」「緑」の順

に区分される。重要度「緑」は、安全確保の機能または性能への影響があるが、限定的かつ極めて小さ

なものであり、事業者の改善措置活動により改善が見込める水準のものに適用される。 

※4 違反の深刻度レベル「SL Ⅳ」(SL: Severity Level) 

「違反の深刻度レベル」は、違反の深刻度に応じて「SL Ⅰ」「SL Ⅱ」「SL Ⅲ」「SL Ⅳ」の順に区分さ

れる。深刻度「SL Ⅳ」は、原子力安全上または核物質防護上の影響が限定的であるもの、またはそう

した状況になり得たものに適用される。 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

柏崎刈羽原子力発電所における国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による 

エキスパートミッションの実施について 

 

2024 年 3 月 5 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2024 年 3 月 25 日から 2024 年 4 月 2 日の日程で、柏崎刈羽原子力発電所に   

おける国際原子力機関（以下、ＩＡＥＡ）によるエキスパートミッション※1 を実施する  

ことが決定したことから、お知らせいたします。 

 

 当社は、約 3 年間にわたる改善活動を通じて、核物質防護に関する設備面及び運用面の

改善を行ってまいりました。現在も、この活動を一過性にしないよう自律的な改善を   

進めており、核物質防護の取り組みの更なる改善を図っているところです。 

 

今回のエキスパートミッションでは、世界中の原子力施設で長年の経験を有し、    

レビューの力量の高いＩＡＥＡの選定した核物質防護の国際専門家に、主に一連の核物質

防護事案の改善措置として実施した設備面及び運用面の改善などの当社の取り組みを確認  

いただいた上で、国際基準に照らして評価・助言をしていただきます。いただいた評価・

助言を真摯に受け止め、当社の取り組みに活かしていくことで、核物質防護の更なる改善

を図ってまいります。 

 

なお、本ミッションが適切な形で行われるべく、国の協力も得ながら準備を進めて   

まいります。 

 

※1 エキスパートミッション：ＩＡＥＡ主導のもと、国際的な専門家で構成されたチームが、    

ＩＡＥＡ加盟国内の事業者の原子力施設やその活動について、ＩＡＥＡの国際基準に照らし、  

取り組みへの改善に役立てることを目的とするもの。 

 

以 上 
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プルトニウム利用計画について 

 

2024年 2月 16日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 本日（2 月 16 日）、電気事業連合会が、新たなプルトニウム利用計画を公表※1しました。 

 

 電力 9 社（除く沖縄電力）と日本原子力発電、電源開発の電力 11 社は、「我が国におけ

るプルトニウム利用の基本的な考え方」（2013 年 7 月、2018 年 7 月原子力委員会決定）に

基づき、利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則の下、プルトニウム保有量の適

切な管理に向けて、最大限取り組んでおります。 

 

また、「プルサーマル計画の推進に係るアクションプラン」（2022 年 12 月策定、電気事

業連合会より公表）を踏まえ、プルトニウムの早期利用を目的として、電気事業者間によ

る英国と仏国それぞれに保有するプルトニウムの交換※2や電源開発へのプルトニウム譲渡

量の調整※3など、計画的に進めているところです。 

 

 当社は、現段階では、プルサーマルの具体的な計画について見通せる状況にはありませ

んが、資源の乏しいわが国において、将来にわたりエネルギーを安定的に確保していくた

めには、国内における原子燃料サイクルの確立は不可欠との認識の下、プルサーマルを推

進していくという方針に変わりありません。 

 

 地域のご理解を大前提に、引き続き、電気事業連合会をはじめ、関係各所と連携して、

プルトニウムの利用を推進してまいります。 

 

以 上 
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※1【参考】電気事業連合会 HP 

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/oshirase/1261466_1458.html 

 

※2 プルトニウム利用の促進のため、仏国回収分のプルトニウムの一部と英国回収分のプ

ルトニウムの一部を交換した上で、MOX 燃料加工工場が稼働している仏国で MOX 燃料

に加工し、国内のプルサーマル炉で利用する計画。 

  【参考】2022年 2月 18日 プルトニウム利用計画について 

https://www.tepco.co.jp/press/release/2022/1683227_8712.html 

 

※3ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料（ＭＯＸ燃料）に関するプルトニウム譲渡契約に

基づき、当社を含む譲渡電力から電源開発株式会社大間原子力発電所向けに、仏国に

保有しているプルトニウムの一部を譲渡することを決定。 

この度、プルトニウム利用の促進のため、九州電力株式会社から電源開発株式会社へ

の譲渡予定分について、九州電力株式会社が自社の MOX 加工に利用し、当該量につい

ては、当社と中部電力株式会社が代替譲渡することで合意。 

  【参考】2009年 11月 12日 大間原子力発電所向けウラン・プルトニウム混合酸化物

燃料（ＭＯＸ燃料）に関するプルトニウム譲渡契約の締結について 

https://www.tepco.co.jp/cc/press/09111203-j.html 

 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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2025 年度採用計画について 

 

2024 年 2 月 22 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

東京電力フュエル&パワー株式会社 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京電力リニューアブルパワー株式会社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

 

東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力パワ

ーグリッド株式会社、東京電力リニューアブルパワー株式会社および東京電力エナジーパ

ートナー株式会社の 5 社（以下、「東京電力グループ」）は、本日、2025 年度採用計画を

取りまとめました。 

 

東京電力グループは、福島への責任を全うしながら、安定的かつ低廉な電力をお届けす

るという使命を果たし、その上で競争を勝ち抜いて企業価値を向上させるため、それらの

源泉となる人財の計画的な確保・育成に取り組んでいます。 

 

昨今、資源価格の高騰や気候変動による災害の激甚化など、事業を取り巻く環境が大き

く変化しています。 

そのような状況においても、引き続き、多様化するお客さまニーズ、カーボンニュート

ラル実現に向けた取り組み、防災・電力レジリエンス強化などに対応していくとともに、

長期にわたる安全かつ着実な廃炉作業の貫徹、地元・社会の皆さまからの信頼回復に向け

た取り組みを着実に進めていく必要があります。 

そのため、当社の使命である電気事業を支え、かつ持続的な成長にも資する人財を確保

する意味から、2025 年度においては、2024 年度より 100 人多い約 950 人（2025 年度新卒

採用約 750 人、2024 年度キャリア採用約 200 人[第二新卒採用含む]）の人財を採用してい

くこととしました。 

なお、福島復興のために継続的な雇用について最大限貢献していくという観点から、福

島県内の大学・短期大学・高等専門学校・高等学校などから約 45 人の採用を目指します。 

また、新卒やキャリア採用に限らない第二新卒採用を強化するなど、多様な人財の採用

を進めてまいります。 

 

東京電力グループは、新たな仲間を迎え、当社の経営理念である「安心で快適なくらし

のためエネルギーの未来を切り拓く」の実現に向けて、変革を恐れず挑戦し、技術・技能

の確実な継承も図りながら、企業価値の向上に努めてまいります。 
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・2025 年度採用計画は、2025 年度の新卒採用および 2024 年度のキャリア採用が対象 
・5 社一括で年間を通じて採用活動を実施（5社の内訳は、各社事業計画をふまえ今後決定） 

 
 

募集要項等の情報は、2024 年 3 月 1 日以降、東京電力ホールディングス株式会社ホー

ムページ採用ウェブサイトに掲載する予定です。 

（採用ウェブサイト URL：http://www.tepco.co.jp/personnel/index-j.html） 

 

以 上 

 
採用人数 

2024 年度採用計画 2025 年度採用計画 

東京電力ホールディングス株式会社 

東京電力フュエル&パワー株式会社 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京電力リニューアブルパワー株式会社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

約 850 人  
約 950 人 

（予定） 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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（お知らせ） 
 

長岡市・上越市における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

 

2024 年 3月 5日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所において核物質防護強化の取り組みや発電所の安全性を向

上させる取り組みを進めております。 

 

このたび、当社の取り組みについて、地域の皆さまと直接お会いし、ご意見を拝聴すると

ともに、一人ひとりにご説明させていただくため、以下の通り「東京電力コミュニケーショ

ンブース」を開設いたします。 

 

地域の皆さまのご不安やご質問にお答えし、頂戴した貴重なご意見については、今後の発電所

運営に活かしてまいります。 

 

 

＜長岡市＞ 

・期間：2024 年 3月 23日（土）・3月 24日（日） 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・場所：道の駅ながおか花火館／イベントルーム催 -sai-（長岡市喜多町707番地） 

 

＜上越市＞ 

・期間：2024 年 3月 30日（土）・3月 31日（日） 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・場所：直江津ショッピングセンター・エルマール／セントラルコート（イベント広場） 

（上越市西本町3丁目8番8号） 

 

 

4 月におきましても、新潟県内にてコミュニケーションブースの開設を予定しており、詳細が

決定次第、お知らせいたします。 

 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 
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■東京電力の広報活動の取組み事項について
2024年３月６日

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

現状の発電所視察時配布パンフレット

いただいた声
◆技術的な内容の広報は多いが、訓練などのソフト面の情報が少ないので
今後配慮してほしい。

取り組み事項

◆新たに所長の稲垣をはじめとした発電所で働く人の「想い」を中心とした
リーフレット（別紙）を作成し、発電所視察時のパンフレット（下記）
に加えてお配りしています。

◆また、県民の皆さまへの説明会の他、地域の方へのご説明などに活用
しています。

◆今後、視察時のパンフレットについても見直しを予定しています。
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２４年２月２９日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/9

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月22日に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内
※試験的取り出しの着手時期としては、遅く
とも2024年10月頃を見込む

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約90m3/日（2022年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等原子炉施設の
解体等

汚染水対策 ～３つの取組～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取組
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取組
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理

が完了しました。
• ダストの影響確認を行いながら、滞留水の水位低下を図り、2023年3月に各建屋における目標

水位に到達し、1～3号機原子炉建屋について、「2022～2024年度に、原子炉建屋滞留水を
2020年末の半分程度に低減」を達成しました。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取組
• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策を実施しました。現在、防潮堤設置の工事を進めてい

ます。また、豪雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路
強化等を計画的に実施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
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赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用
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(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について
ALPS処理水の海洋放出に当たっては、安全に関する基準等

を遵守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してま
いります。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングの
さらなる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAに
よる安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性
高く、継続的に発信してまいります。

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出がれき撤去 等 燃料取り出し

設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1、2号機

＜中長期ロードマップにおけるマイルストーン＞

ALPS処理水の海洋放出の流れ



1号機 PCV水位低下について 2号機 試験的取り出し作業の準備状況について

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、 総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取組の状況

2号機

注水

615体

西側前室

遮へい体
南
側
前
室
鉄
骨
設
置
中

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用
カバー

取り出し完了燃料（体）
1535/1535*1

（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機3号機

注水

遮へい体

ドーム屋根 燃料取扱機
クレーン

FHMガーダ

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

取り出し完了燃料（体）使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料デブリ

ペデスタル

サプレッション
チェンバ（S/C）

下
部
架
構
設
置
中

養生バッグ

注水

ALPS処理水海洋放出の状況について 1号機 PCV内部調査（気中部調査）について

2/9

1号機では、原子炉格納容器（PCV）
の耐震性向上策として、段階的にPCV水
位を低下させることを計画しています。作
業開始は３月下旬を予定しており、PCV
水位低下による影響を確認しながら慎重
に作業を進めていきます。

2月28日よりドローンに
よる1号機PCV内部の
気中部調査を開始し、
ペデスタル外の映像を取
得しました。
引き続き、安全を最優

先に調査を進めるととも
に、得られた調査結果か
ら燃料デブリ取り出しに
向けた検討などに活用し
てまいります。

ALPS処理水の第4回放出に向け、測定・
確認用設備のタンクB群を分析した結果、東
京電力及び外部機関において放出基準を
満足していることを確認しました。
そのうえで、2月28日から測定・確認用設

備のタンクB群のALPS処理水の海洋放出を
開始しました。
引き続き、海水中のトリチウムについて東京

電力が毎日実施する迅速な分析の結果等
から、計画どおりに放出が基準を満たして安
全に行われていることを確認していきます。

JAEA楢葉遠隔技術開発センタ
ーにおいて、ロボットアームの遠隔自
動運転でのペデスタル底部へのアク
セス試験を実施しています。今後、
ロボットアームと双腕マニュピレータを
組み合わせた試験を実施する予定
です。
原子炉格納容器貫通孔（X-6

ペネ）では、2月21日より堆積物
除去装置による高圧水での堆積
物除去を開始しました。引き続き、
安全を最優先に堆積物除去作業
を進めていきます。

１-４号機周辺 敷地舗装の状況について
汚染水の発生を抑制するため、1-4号機建屋周

辺の舗装を進めています。今年度、3号機原子炉
建屋西側エリアなどでの舗装を実施し、建屋周辺
の約50％が完了しました。
引き続き、重層的な汚染水対策を進め、汚染水

発生の抑制に努めていきます。

＜3号機原子炉建屋西側の舗装状況（舗装の上に鉄板敷設）＞

＜高圧水による堆積物除去前＞

＜高圧水による堆積物除去後＞

＜高圧水による堆積物除去後＞

＜PCV水位低下イメージ＞

ケーブル類X-6ペネ

CRDレール

CRDレール

N

階段

B1装置

180°

0°

90°

270°

ペデスタル壁

X-6

B1
装置

X-2

HVH

HVH

調査範囲：
＜CRD※交換用開口の状況（ちらつき補正後）＞

※CRD：制御棒駆動機構

＜X-6ペネトレーションの状況＞

約300mm

CRD交換用開口部壁面

落下したCRDハウジング

CRD交換用
レール

既設配管

X-6ペネトレーション



主な取組の配置図
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提供：日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe、 Inc.、 a Maxar company.
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MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備

高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

地盤改良

タンク設置エリア

１-４号機周辺 敷地舗装の状況について1号機 PCV内部調査（気中部調査）について

ALPS処理水海洋放出の状況について 2号機 試験的取り出し作業の準備状況について

1号機 PCV水位低下について
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2 0 2 4 年 3 月 6 日 
東京電力ホールディングス(株) 
柏 崎 刈 羽 原 子 力 発 電 所 

 

ご質問への回答 

 

＜飯田委員＞ 

質問(2)東京電力のコストダウン（カイゼン活動）は、震災後の全社的なコストダウン

とありますが、これは必要な人員の削減、業務の下請け化の拡大、必要資材削減

などの経費削減など、いわゆるコストカット型経営が行われてきたのではないで

しょうか。核物質防護の認識不足と体制不足だけではないと思います。 

回答 

○ 当社は、福島第一原子力発電所事故以降、経営再建のため、抜本的な経営合理化を

進めておりますが、この経営合理化は、法令遵守・品質維持を前提としたものにな

ります。 

○ また、「核物質防護設備の機能の一部喪失事案」に係る核物質防護設備の自社設備

化については、当時としては、リース契約という設備の保有形態が、設備の更新ニ

ーズが生じた場合に機動的な対応を行い難いことや、設備のリース契約を終了して

当社保有（買取り契約）としても、別途締結している保守委託契約によって、業務

品質や設備品質は維持できるであろうとの判断などから、リース期限終了時点で設

備を買い取り、自社設備化したものでした。 

○ しかし、結果として、一部の設備について長期間にわたる故障を招いており、契約

変更に際してのリスク評価という点で反省すべきと認識しております。 



 

 

質問(3)東京電力のカイゼン活動は、全社的に進められていたと思いますが、経営層で

はどのような経営判断で、いつ、どのように決定され、原子力部門と柏崎刈羽原

発の現場に適用（指示）されたのか教えてください。また、協力会社への指導、

指示はどのように行われていたのでしょうか。 

質問(4)東京電力では、柏崎刈羽原発のコストダウン（カイゼン活動）を、経営上、組

織上でどのように位置づけ、どの部門が担当（または主導）していたのか教えて

ください。（組織図上の流れがわからないので） 

回答 

○ 質問(2)で回答のとおり、当社は、福島第一原子力発電所事故以降、経営再建のた

め、法令遵守・品質維持を前提とした抜本的な経営合理化を進めております。 

○ その動きを踏まえ、本社資材部門は、グループ企業数社と原価改善のタスクを開始

しており、この中で、当社と核物質防護設備に関するリース契約を結んでいた日本

原子力防護システム（原防）とともに、契約に関わる原価改善について検討を行っ

ております。 

○ その後、2015 年、副社長を部会長とする、技術・業務革新推進部会で、本社技術

業務革新室・資材部・柏崎刈羽原子力発電所防護管理グループは、リース契約解除

による自社設備化の計画を提案し、承認がなされ、順次、設備の買い取りが行われ

たものになります。 

○ なお、リース契約を順次終了することとなった主な理由はＱ２で回答の通りとなり

ます。 



 

 

質問(6)Ｐ51，規制委員会の結論には、「経営改善こそ重要なものであり、そのための

仕組みが、たとえ経営層、幹部職員、担当職員が代わっても世代を超えて機能し

続けるように人材育成を含め取り組むべきである。」とあります。東京電力のみ

ならず、協力会社への人材育成を含め行うべきだと考えますが、どのように取り

組まれるのか教えてください。 

回答 

○ 協力企業に対する人財育成については、放射線管理教育や核セキュリティに関する

教育、当社社員による現場観察時の気づきの共有などを実施しており、訓練時の施

設の貸し出しも実施しています。 

○ 今後は、上記実施内容を踏まえ、協力企業と対話を行い、ニーズを確認しながら改

善を進め、引き続き人財育成に取り組んでまいります。 

 

 

質問(7)東電ＨＤが原子力部門の本社機能を柏崎市に移転との報道が２２年３月２５日

にあり、１０月２６日に原子力・立地本部の福田俊彦本部長が「事務所建設と発

電所のリスクと現場実態を迅速に把握できる体制にする」と述べていますが、今

後、原子力部門のすべての経営及び管理責任を「新潟事務所？」が一元的に担う

のでしょうか。 

回答 

○ 原子力部門全体の組織設計の詳細については現在、検討を行っているところになり

ます。 

○ なお、「原子力事業者としての基本姿勢」に則り、安全への経営資源の投入や新た

なリスク事象への適切な対応など、社長が原子力事業者のトップとしての責任を自

覚し、安全最優先の取組を進めることに変わりはありません。 

○ したがって、原子力部門すべての経営及び管理責任を新潟で一元的に担うものでは

ございません。 

以 上 

 



 

2 0 2 4 年 3 月 6 日 
東京電力ホールディングス(株) 
柏 崎 刈 羽 原 子 力 発 電 所 

ご質問への回答 
 
＜飯田委員＞ 

質問(1) 使用済み核燃料の移動、県外移送について 

東京電力は、柏崎刈羽原発の再稼働に向けて停止中の６･７号機の燃料プールか

らの使用済み燃料の号機間移動や県外の中間貯蔵施設への移送を検討されてい

ると思います。柏崎刈羽原発構内における各号機の使用済み燃料の貯蔵状況と今

後の移動、県外への移送計画、行程について教えてください。 

回答 

○ 柏崎刈羽原子力発電所における使用済燃料の保管状況は以下の通りです。 

ユニット名 貯蔵容量（体） 管理容量（体） 貯蔵量（体） 貯蔵率（％） 

1 号機 2,790 2,026 1,835 約 91 

2 号機 3,239 2,475 1,759 約 71 

3 号機 3,212 2,448 1,733 約 71 

4 号機 3,209 2,445 1,660 約 68 

5 号機 3,175 2,411 1,934 約 80 

6 号機 3,410 2,538 2,324 約 92 

7 号機 3,444 2,572 2,489 約 97 

合計 22,479 16,915 13,734 約 81 

○ 使用済燃料の搬出計画については、昨年末の燃料移動禁止命令の解除を受けて、技

術的な整理等を進めており、策定次第お示したいと考えています。 

 

質問(2) 使用済み燃料と乾式貯蔵施設、中間貯蔵施設について 

現在核燃料サイクルが計画通りに機能していません。柏崎刈羽原発で再稼働後に

使用済み核燃料が増えた場合、原発構内において乾式貯蔵施設の設置、中間貯蔵

施設についてどのように考えているか伺います。 

回答 

○ 柏崎刈羽原子力発電所において、現時点で発電所構内に新たに乾式貯蔵設備を作る

計画はございません。 

○ 使用済燃料については、再処理を前提として、号機間輸送やリサイクル燃料備蓄セ

ンター（ＲＦＳ）の活用も含め、安全を確保しながら適切に対応してまいります。 

○ なお、ＲＦＳは、現在、2024 年度上期の事業開始に向けて、工事や使用前事業者

検査などの手続きをひとつひとつ着実に進めていると認識しています。当社は親会

社として、事業開始に向けしっかりサポートして参ります。 

以 上 



 

2 0 2 4 年 3 月 6 日 
東京電力ホールディングス(株) 
柏 崎 刈 羽 原 子 力 発 電 所 

 

ご質問への回答 

 

＜小田委員＞ 

Ｑ．世代を超えて継承する為の人材教育を含めた取組は、すでに計画策定中でしょう

か？？  

Ａ． 

○ 世代を超えて継承していく取組は大変重要であると考えており、人財育成の一環と

して、原子力部門社員の階層別の研修に加え、原子力部門以外の新任経営層に対す

る研修を行っています。 

○ また、今回の核物質防護に関する一連の事案についても決して忘れることがないよ

う、後継者育成の目的も含めた階層別の研修に取り入れることで、世代を超えて機

能し続けるような人財育成につなげられるよう改善に努めてまいります。 

 

 

以 上 
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